




要約:共同研究(1)として、平成 6年度に調査した心身症小児のうち 203 名について再調査

し、今後の行政研究としては自律神経症状(頭痛、腹痛、嘔気など)を主要症状とする小児

を主な調査対象とすることを提言した。また操作可能な背景因子の同定、それを除去した

場合の効果についても検討する必要があることを示した。共同研究(2)として、心身症の

代表的疾患である過敏性腸症候群の調査を行い、消化器症状に対する患児の態度により 3

群に分類できる可能性を示し、またこの 3群はその背景が異なり対応方法も異なると考え

られた。これは他の心身症に対しても応用可能である。個別研究では、学校と医療の連携

のため、担任への働きかけ、校内のシステム作りへの協力、校医制度の再検討、専門的情

報の提供、研修機会の設定、冊子やハンドブックの刊行、医療側の対応能力の向上などが

大切で、また早期に関わることが必要と考えられた。


